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1.1姿 勢 制 御 ス ラス タの 開発
1957年にソビエ ト連邦 よりスプー トニク1号 が軌道上に打ち上げ られて以降,こ れまで
多 くのロケッ トや宇宙機が軌道に投入 されてきた。スプー トニク1号 自体には姿勢制御装
置 は搭載 されていなかったが,通 信や観測な どの ミッシ ョンに衛星を用いる上では姿勢の
制御 が必要 とな り,以 降種々の姿勢制御装置が搭載 されて きた。その中の一つ として姿勢
制御 スラスタ(ReactionControlSystemThmster:RCSthmster)が挙げられ る。スラスタは推
進剤 を噴射 し運動量 を衛星外部へ と放 出できることか ら,初 期の頃は専 らリアクシ ョンホ
イール のア ンローデ ィングに使用 されていたが,現 在 ではスラスタ 自体による衛星の姿勢
制御や軌道保持お よび軌道遷移 にも用い られている。RCSス ラスタの推力は 目的に応 じて
大 きく変化 し,打ち上げロケッ トの姿勢制御 などにはkNク ラスのスラスタが用い られ,衛
星の姿勢制御 には1-22Nが多用 され る。[1]
打ち上げ ロケ ッ トでは,古 くは後部 に取 り付けたフィンに より姿勢の安定化 を図 り,ま
たロケ ッ トエ ンジンの ノズル出 口付近 に取 り付け られたジェッ トベー ンによ り排気の噴射
方 向を変 えることで姿勢 の制御が行 なわれていた。 しか しなが らこの方法 ではべ一 ンが排
気 に干渉す るためエ ンジンのパ フォーマ ンスが低下す ること,長 時間作動 させ た場合 には
べ一ンが排気の熱 によ り損傷す ること等が問題 となった。 これを解決す るためにR-7弾道
ミサイルのエンジン(RD-107,108)に姿勢制御 を目的 とした小型エ ンジン(バ ーニアスラ
スタ)を 追加 した ことが,ス ラスタを姿勢制御 に用い るこ とになった始 ま りであった。[2]
このスラスタは1軸 周 りに回転す ることができ,こ れによ りロール ・ピッチ ・ヨーの制御
が可能 となってい る。この世界初のRCSスラスタは開発 から60年を経た今 日で もソユーズ
ロケ ッ トに使用 され,宇 宙船や補給物資を軌道上に送 り届 けてい る。一方,宇 宙機におい
て姿勢制御にスラスタが用い られたのは,1958年頃にアメ リカで リアクションホイールの
アンローデ ィングにス ラスタを用いたのが始ま りであ り,現在で もこの方法が衛星の主要
な姿勢制御方法 として使用 されてい る。[3]
現在使用 されているRCSスラスタでは,高 圧 のガスを噴射す るコール ドガス,過 酸化水
素や ヒ ドラジンを触媒で分解 した際に生成 され る高温のガスを噴射す る一液式,接 触 させ
るのみで燃焼反応 を引き起 こす燃料 と酸化剤の組み合わせ を用いた二液式が主である。
初期 の姿勢制御用スラスタにはコール ドガスが用い られた。 この方式は安価 で信頼性が
高 く,ま た極低温推進剤 も用いず燃焼ガス も発生 しないため熱設計が容易 であるとい う利
点 を有す るが,高 圧のガスを充填す るためにタンクが重 くなる,比 推力が低い等の問題か
ら徐 々に一液 ・二液 に置き換え られていった。 しか しなが ら前述の利点か ら現在で も使用
されている。
一液式では初め過酸化水素が推進剤 として用い られ た。古 くは大戦 中の ドイツにまで遡
り,当 時は80%濃度の過酸化水素が使用 されていたが,そ の後各国で90%濃度の物が使用
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され るよ うになった。 この過酸化水素ス ラスタは現在でもソユーズ宇宙船 に用い られ るな
どの活躍 を見せているが,過 酸化水素が時間経過 とともに自然 に分解 して しま うこと,比
推力が150秒程度 と低いこととい う理 由か ら徐 々に ヒ ドラジンに置 き換 えられていった。
ヒ ドラジンをスラスタに用いるとい う動きは1960年頃のアメリカ とソ連でそれぞれ独 自に
始 まった。 アメ リカで は初期 の頃 は触媒 がまだ無 かったた めに四酸化二窒 素(nitrogen
tetroxide:NTO)と混合 して着火する手法が とられていたが,その後イ リジウムを用いた触媒
が開発 され,現 在に見 るよ うな一液式 ヒ ドラジンスラスタが完成 した。一方 ソ連では コバ
ル トをべ一ス とした触媒 が初期 に開発 された。 しか しなが らコバル トを用いた場合では触
媒の予熱が必要不可欠であったため,後 に予熱不要なイ リジウム触媒 の開発へ と移行 した。
ヒ ドラジンを用いたスラスタの比推力は200秒以上 と高いことか ら,長 きにわた り一液式
スラスタの主役 となっている。[2'3]
上述 の一液式スラスタよ りも高い比推力を発生 させ られ るのが二液式である。 この方式
は酸化剤お よび燃料 となる二種類の推進剤 を燃焼室で混合 させ るものであるが,接 触 させ
るのみで燃焼反応 を開始す るような組み合 わせの推進剤(ハ イパーゴ リック推進剤)を 用
いるのが一般的である。一液式 と比較 してタンクおよび配管の数が増 え構造 が複雑化す る
などの問題 もあるが,燃 焼温度が高いことか ら比推力が300秒 を超 え,ま た点火に必要な
機構 も排す ることができるため高い信頼性 も有す る。
1.2低 毒 性 一 液 推 進 剤 の 開発
上述の特徴か ら宇宙機におけるRCSスラスタの多 くは ヒ ドラジンー液式お よび二液式ス
ラスタが担ってきた。 しか しなが らヒ ドラジンおよびその他 のハイパー ゴリック推進剤 は
毒性 が高い ことか ら,取 り扱 いの際には特殊な施設 内で防護服 を着用 しなが らの作業にな
ること,充 填後は常時監視が必要 となることか ら運用 コス トが高 くなる等の問題 を抱 えて
いる。 このためヒ ドラジンに代わる低毒性一液推進剤の開発が要求 されてきた。
低毒性一液推進剤の開発 において酸化剤 と燃料 を予め混合す る とい う手法が取 られ る。
この場合酸化剤 と燃料が燃焼す るためにガスの温度が高 くな り,一液であ りなが ら二液の
よ うな高い比推力を得ることが可能 となる。 この ような混合推進剤開発の歴史 自体は古 く,
ドイツでも大戦 中に過酸化水素 とアル コール を混ぜた一液推進剤が開発 されたが,試 験 中
に爆発 し実験者が死亡す る事故 を起 こしている。 また ソ連で もい くつかの混合推進剤 の開
発が試み られたが頻繁に爆発事故 を起 こしたために開発 は中止 となった。[4]この ような経緯
か ら比較的安全に取 り扱 える一液推進剤は長年過酸化水素 とヒ ドラジンに限 られてきたが,
Hydroxylammoniumnitrate:HANおよびAmmoniumdinitramide:ADNが混合腋 推進剤の酸
化剤 として適切であることが判明 して以降,1990年代 より新 たな低毒性一液推進剤 の研究
が進 められた。[5'6]
HANの化学式はNH30HNO3であ り,ヒ ドロキシルア ミンイオ ン[NH30H]+と硝酸イオン
[NO3]一が結合 したものである。HAN単体の密度 は1.83g/cm3と高いことか ら,この水溶液 の
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密度はヒ ドラジン(1.004g/cm3)と比べて高 くなる。加えて燃料成分 との燃焼反応 も誘起す
るため火炎温度が高 くなることか ら,従 来の一液式ス ラス タでは達成 し得 なかった高密度
比推力 を発生 させ ることが期待できる。HANは単体では100。Cで分解す ることが報告 され
てお り[7],水溶液の状態では混合物 の種類にもよるが170。C程度で分解 を開始す る。[8'9]分
解の初期段階では ヒ ドロキシルア ミンと硝酸が生成 され,[lo]最終的には酸素やNOx等の酸










アメ リカでは初めHANを 弾丸の推進薬に適用す る目的で研究が行われていたが,その後
ロケ ッ トの推進剤への適用性 が認め られ るとグ リシンや メタノール な どの燃料 を添加 した
推進剤が作製 され,以 降燃料成分 を変化 させ る等 しなが らHAN系推進剤の開発を継続 して
きた。 日本 においてはHAN/硝酸アンモニウム/水/メ タノールを質量比73.6/3.9/6.2/
16.3で混合 したSHPI63等が開発 された。近年各 国で用い られている低毒性推進剤の一覧を
表1-1に示す。
表1-1低 毒性一液推進剤一覧
推進剤 Hydrazine LMP.103S[ll・12] AF-M315E[ll・12] SHPI63[13]
60-65%ADN 73.6%HAN




密度 1.0049/cm3 1.241g/cm3 1.4659/cm3 1.411g/cm3
理論比推力* 233s 252s 266s 273s
火炎温度 1228K 1881K 2173K 2353K
融点 2。C 一7。C <-220C <-32。C
*燃 焼 室 圧 力:2.07MPa,開 口 比:50,真 空 中
**類似 名 称 のAF -315Eの組 成 はHAN/HEHN/water-44 .5/44.5/ll[14]
1.3既 存 触 媒 の損 耗
表1-1に示 したようにHANやADNを 用いた低毒性推進剤 はヒ ドラジンに比べ高い火炎
温度を有 している。 これに加 えヒ ドラジンは還元作用を持つが,HANお よびADNは 酸化
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剤 を放 出す ることか ら酸化作用 を有 している。 このため従来の ヒ ドラジンスラスタに用い
られてきた触媒 をこれ ら低毒性推進剤 に適用 した場合,そ の高温 ・酸化環境 に耐 えられず
に劣化 して しまい,運 用中に推進性能が大幅 に低下 して しま うとい う問題 を抱えている。
[15'16]このため低毒性推進剤 をスラスタに適用す るためには,高 温酸化環境 に耐 え得 る触媒,
または触媒以外の反応機構 の開発が必要 となる。
1.4各 機 関 で の反 応 機 構 の研 究 開発
1.4.1触媒
低毒性一液推進剤のスラスタ適用に向けて各国で最 も取 り組まれてい るものが新 しい触
媒の開発である。欧州ではADN系 推進剤に適合 した触媒 を開発 し,これ を搭載 した衛星を
用いてスラスタの軌道実証を行った。[17]触媒 の加熱 に要す るヒーター電力 は9.25Wであ り,
10-12分の予熱時間を経て約350QCまで触媒層を昇温す ることでスラスタを作動 させ る。
[18]またアメ リカではHAN系 推進剤 に適合 したLCH-240とい う触媒を開発 し,現在地上で
の実証試験 を行 っている。ヒーターの消費電力は10Wで あり,作動時には3150Cまで昇温
す る。[1'19]日本においても現在触媒が研究 されてお り,基本特性 の評価を行っている。[20]
1.4.2放電 を用 い た反 応 機 構
欧州では低毒性一液推進剤ス ラスタ開発初期の段階で検討 されたことがあ るが,[21]その
後触媒へ と舵 を切 ったため研 究は中断 された。アメ リカではペ ンシルバニア州立大学にお
いてヘ リウムを素 としたマイ クロ波プラズマによる反応機構 の研究が行われている。 この
研究では500Wのマイクロ波電力で2-6ml/minの推進剤を反応 させ ている。[22]またマ レー
シアではHAN系推進剤を電気分解す ることによって作動す るマイクロスラスタの研究が行
われてお り,瞬間的に200mNの推力を発生することが報告 されてい る。[23]日本においては
本研究室がプラズマによる反応機構の研究に取 り組んでいる。[24]これまでに開発 した機構
は図1-1に示す よ うにアル ゴンガスを種 としてプラズマを生成 し,これに推進剤 を接触 させ






によ り推進剤の点火確率が向上す るため,本 機構 は上流部 にアル ゴンガスの旋回イ ンジェ
クタを有 している。加 えて この他 に九州工業大学がN2を素 として生成 したアークジェッ ト
を用いてHAN系 推進剤 の反応 を行 ってお り
力 を発生 させた。[25]
1.5-2kWの消費 電力 にて お よそ0.7Nの推
1.5研 究 目的
本研究室ではこれまで触媒に代わ る反応機構 としてプラズマ に着 目し研究を行ってきた。
プラズマの生成お よび消滅は電源操作 により瞬時に行 うことができるため,プ ラズマを用
いた反応機構では触媒のよ うな余熱 時間は不要 とな り,ま た良好な推力の立下 りも期待で
きる。
前述 のプラズマを用いた反応機構 では,推 進剤 の他 にプ ラズマの種 となるガスを外部 か
ら供給す る手法 を用いていた。 これを宇宙機 に搭載す ることを想定 した場合,推 進剤 タン
クの他 にプ ラズマを生成す るためのガスタンクおよび配管 を追加で搭載 しなけれ ばな らず,
構造が簡素であるとい う一液式 スラスタが本来有す る利点が損なわれて しま う。 これ を避
けるため,本 研究では外部か らガスを供給す ることな くプ ラズマを生成 し推進剤 を反応 さ
せ る機構を研究 ・開発 し,そ の性能を評価す ることを 目的 とす る。
6




























































[24]飯 塚 俊 明,和 田 明 哲,進 藤 崇 央,河 端 駿 典,渡 邊 裕 樹,竹 ヶ 原 春 貴,青 柳 潤 一 郎 「低
毒 性 推 進 剤 の た め の 放 電 プ ラ ズ マ 点 火 シ ス テ ム の 基 本 特 性 お よ び ガ ス 種 が 点 火 特 性 に








本章ではプラズマを用いた化学反応 についての実用例 と共に述べ,本 研究で
触媒に代わ りプラズマを適用す ることの有効性を示す。
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第2章 プ ラズ マ化 学反 応








空間のどの部分 をとっても,平均的には負電荷(電 子)と 正電荷(イ オン)の密度(単
位体積 当た りの総電荷数)が 等 しく,巨視的な電気的 中性が保たれ ること
正負電荷群の少な くとも一方(多 くは両方 とも)が 不規則な熱運動 を行っていること
デバイ長 と呼ぶ特性長 より十分大 きな媒質空間であること
このプラズマ中に含まれ る電子やイオンおよび ラジカル は常温ガスの粒子 に比べ高いエネ
ル ギ(数eV)や 反応性を有 してお り,これ を化学反応のプロセスに取 り込んだ ものをプラ
ズマ化学反応 と呼称する。
プラズマ 中に含まれる電子,イ オン,中性粒子の温度 をそれぞれ π,τ,兀とす ると,それ
ぞれの温度が π≒τ≒鑑 とほぼ等 しく熱 的な平衡二状態にあるものを熱平衡 プラズマ(または
熱プラズマ等)と 呼び,そ の温度 は一般に数千K以 上にまで達する。一方,電 離度や圧力
が低いプラズマでは電子密度が中性粒子密度に比べ5-10桁 程低いこと,電 子 とイオン ・
中性粒子の衝突頻度が少 ないため,電 子 とイオ ン ・中性粒子間の衝突 による運動エネル ギ
の交換が十分に行 われず,Te>>Ti≒Tnのような偏った温度状態 となる。このよ うなプラズマ
は非平衡プ ラズマ と呼称 され,電 子温度は高い ものの,全 体 としての温度は大部分 を占め
る中性粒子温度に より決定 され るため,熱 平衡プラズマ と比較 して温度が十分低い ことか
ら低温 プラズマ とも呼ばれ る。 これ らのプラズマはそれぞれ の特徴 を生か し種 々の化学反
応 に用い られる。
化学反応の速度定数 たはア レニ ウスの式 より以下のよ うに表 され る。
k一凧 舞 〕(2-1)
ここで へ は頻度因子であ り,E、は活性化エネル ギである。反応系 に対 しE、超 えるエネル ギ
を与えることによ り化学反応が進行す る。一般的な化学反応ではE、を超 えるエネルギを得
るために系の温度を上昇 させ る。プラズマにおいては,熱 平衡プ ラズマでは系全体の温度
を数千K以 上まで上昇 させ ることが可能であるため,非 常 に高いエネル ギを重粒子 も得 ら
れ ることか ら反応 が解離 まで進行す る。 このため分解能力が非常に高 く,有 害物質の分解
処理等 に用い られ る。[2'4]一方非平衡プラズマでは,全 体 としては室温 またはそれ よりも幾
分か高い程度の温度であるにもかかわ らず,電子が数eVと高いエネル ギを有 しているため,
低温下であっても化学反応 を進行 させ ることが可能 となる。このことか ら有害物質の分解[4]




環境 に有害 な物質の処理方法 としてプ ラズマによる処理が実用化 されてい る。分解処理
には熱平衡 プラズマお よび非平衡プラズマの両方 が用い られ てお り,ポ リ塩化 ビフェニル
(polychlorinatedbiphenyl:PCB)を熱プラズマの高温 を利用 して容器 ごと溶融分解す る手法[2]
や,非 平衡プラズマ による揮発性有機物質やNOxを分解す る手法等がある。また非平衡 プ
ラズマでは温度が低い とい う特徴か ら既存の触媒 と組 み合わせ ることも可能であ り,こ れ




げ られ る。CVDには熱CVDと プラズマCVDと があ り,プ ラズマCVDで は非平衡 プラズ
マが用い られる。熱CVDは 約10000Cに加熱 された高温炉内に置かれた被覆材 に原料 とな
るガスを吹き付 け,高 温下で進行す る分解や化学反応 を用いて表面に薄膜を形成す る手法




が問題 となる。一方プラズマCVDで は高温下で進行する反応 を,非 平衡プラズマを用いる
こ とによ り低温下でも誘起す ることができるため,低 温での薄膜形成が可能 となる。膜 の
密着性は熱CVD法 に多少劣 るものの,こ れによ り被覆材の熱変形 を起 こさず,ま た有機物
などの熱に弱い物質 を被覆材や成膜材料に用いることが可能 となる。
本研究ではこの ように物質を分解 ・反応 させ るプラズマの特性に着 目し,こ れ を触媒の
代替 として用いることで推進剤 の反応 を誘起す る。
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第3章 実験装置および計測装置
3.1真 空 装 置 系
本研究の一部実験ではスラスタの実際の作動状況 を模擬す るため真空環境下での実験 を
行 っている。使用 した真空槽 は直径0.6m,長さ1.Omの大 きさであ り,ロー タリーポンプ
(RP)とメカニカル ブースターポンプ(MBP)により排気 され る。図3-1に本研究で用いた真
空装置 の概要 を示す。作動前後真空槽 内圧力は ピラニゲージによ り取得 してい る。本 ピラ
ニゲージは空気の圧力を計測す るため,燃 焼ガスが真空槽内に充満 した場合はガス種 によ
る補正 を掛けなければな らないが,燃 焼ガスの成分お よび割合が不明なため補正 は行 って
いない。スラスタ作動時に噴射 され るプルームには硝酸やNOx等 が含 まれるため,ス ラス
タ作動 中にもポ ンプによる排気 を継続 した場合,ポ ンプ油や オイル ミス トトラップ 中にこ
れ ら有害物質が蓄積 して しま う。 これ を避 けるため真空環境 下での作動実験時 には,ス ラ
スタ作動前に真空槽 一 ポンプ問に設け られ たゲー トバルブを閉 じ,ポ ンプ と真空槽 とを切
り離 した状態でスラスタの作動 を行 う。 この状態 ではスラスタ作動 と共に真空槽 内圧力が
上昇 して しま うが,実 験 を通 して真空度は500Pa以下を維持 してお り,これは高度に換算
す ると30-40kmの大気圧 に相 当する。これは実際の運用高度 となる数百 ㎞ と比べると低
い値 であるが,第5章 で用いた 目標燃焼室圧力550kPa,目標推力lN,開 口比llのスラス
タの ノズル出 口圧 は計算上約6kPa(燃焼室圧力550kPa時)と真空槽 内圧力 よりも高い こ
とか ら,過膨張を起こさない と考える。また本スラスタのノズノレ出 口直径は4㎜ であるた
め,仮 にノズル 出口圧 がOPaまで低下 した として も背圧 による負 の圧力スラス トは以下に
示す ように十分小 さい。








ここでFpは圧力スラス ト,Pbは真空槽内圧力,へ はノズル 出口面積である。 したがって真
空環境 を模擬す るにあた り,本研究における真空槽 内圧力には問題はない と考える。
3.2電 源 系
3.2.1直流 電 源 系
本研 究 の第4-7章で はNISTAC製直流安 定化 電源HV-2KlOを用 いて い る。 本電源 の最大
出力 電圧 お よび電 流 は それ ぞ れ2kV,1.OAと なっ てお り,出 力 方 式 は定 電圧(Constant
Vbltage:CV)また は定電流(ConstantCurrent:CC)となっ てい る。 本 電源 を反応 機構 の電極
に接 続 す るが,プ ラズマ が生 成 され た瞬 間 に流 れ る突入 電流 を抑 制す る こ とを 目的 として,
電源 と反応機 構 の 問 に抵 抗 を挿入 してい る。 この抵 抗 に は第4章 の実験 時 にはセ メン ト抵
抗 を繋 ぎ合 わせ抵 抗 値360Ω,許 容 平均 電流0.8Aとした抵 抗器 を用 い てお り,5章 以 降の実
験 で はTEConnectivity製の470Ωメ タル ク ラ ッ ド抵 抗CJTIOOO470RJJ(許容平 均電 流1.4A)
を採 用 してい る。
3.2.2高周 波 電 源 系
第4章 では上記直流安定化電源 に加 え1356MHzの高周波電源 も用いてプラズマの生成
を行 った。 高周波電源にはIonTech製のRF-5Sを用いてお り,出 力方式は定電力 出力
(ConstantWatt:CW)であ り,出力イ ンピーダンスは50Ωである。本電源の最大出力は500W
であるが,反 射電力が38W以 上にな らないよ う出力を制限す る機能 を有 している。
また負荷 とのイ ンピーダンスを整合するため,高周波電源 と反応機構 との問にはCOMET
製マ ッチングボックスAGSI310を挿入 している。本マ ッチ ングボ ックスは直列容量お よび












3.3.1放電 波 形 測 定 系
電源 か ら反応機 構 等 に流れ る電 流 の計測 にはTektronix製電流 プ ロー ブTCP312Aおよび ア
ンプTCPA300を用い てお り,反応 機構 に印加 され る電圧 の測定 に はTektronix製高 電圧 プ ロ
ー ブP6015Aを用 い た。 これ らの仕様 を表3-1に示す 。加 え てパ ル ス放 電 を用 い る場合,そ
の電流 計 測 に は 自作 した ロ ゴス キー コイル を用 い てい る。 ロ ゴス キー コイル か らの 出力 は
RC積 分 回路 を通 してオ シ ロス コー プに入力 され る。 積 分 回路 は50kΩの抵抗 と10nFの コ













推力の測定のためスラス トスタン ドを製作 し,これを5-7章の実験で用いた。概略図を図
3-3に示す。推力の測定には共和電業製 ロー ドセルLTs-200GAM2を用いてお り,定格容量
2N,単体での固有振動数は667Hz,入出力抵抗はそれぞれ120Ω±10%である。スラス ト
スタン ドの復元力には板バネ を用いてお り,実験はオフセ ッ トとしてロー ドセルを0.3N程
度の力で押 しっ けた状態で実施 している。 スラスタを取 り付 けた状態でのスラス トスタン
ドの固有振動数はお よそ30Hzであるが,そ の振幅が無視 できないため,推力評価の際には
ロー ドセル が出力す る波形 を平滑化す る等 して固有振動 の影響 を排 除す ることが必要 とな
























図3-4ス ラ ス トス タ ン ドの キ ャ リブ レー シ ョン 結 果
各 点 で そ れ ぞ れ6回 ず つ 計 測 を 実 施
3.3.3圧力 測 定系
5章の実験では推進剤 の供給圧 を,6,7章ではこれに加 え燃焼室圧力を測定するのに圧力
計 を用いている。本研究で用いた圧力計は長野計器製KHI5お よびKEYENCE製圧力計
AP-13Sの2種類 である。5章 ではAP-13Sを推進剤の供給圧測定に採用 し,6,7章では放電
時の ノイズの都合から,推進剤の供給圧測定にKHI5を,燃焼室圧力測定にAP-13Sを採用
した。それぞれの仕様を表3-2に示す。














3.3.4デー タ 収 集 系
前述 の計 測器 の うち ロー ドセル の信 号 は キーエ ンス製 ひず み計 測 ユ ニ ッ トNR-STO4で収
集 し,こ れ 以外 の信 号 はNR-HAO8高速 ア ナ ログ計測 ユ ニ ッ トで収集 して い る。 表3-3にそ
れ ぞれ の仕様 を示す 。
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表3-3計 測ユ ニ ッ ト仕 様一 覧
ユ ニ ッ ト
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4.1.3実験 結 果 お よび考 察
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第4章 プラズマ生成の評価
4.1液 中 プ ラズ マ 生成
4.1.1液中 プ ラズ マ
本研究では外部か らのガス供給 を排 した状態でプラズマ を生成す る手法 として液 中プラ
ズマに着 目した。液 中プラズマ とは,放 電をす ることによるジュール加熱や電気分解 によ
り生成 したガス を素 に液体 中で生成 され るプラズマである。 この よ うな環境では,反 応対
象である液体がプラズマを包み込んでい るため,放 電室壁面 よりプラズマに対 し多量の反
応材料 が供給 されてい る状態 となる。 このため大量の反応 を誘起す ることができるとされ
る。[1]本研究ではSHPl63をジュール加熱お よび電気分解することによりガスを生成 し,こ
れ を素 としてプ ラズマを生成す る。 ジュール加熱 による気化 の際には,沸 点が低 く含有量
も多いメタノールが主に気化す るもの と考 えられ る。一方HAN水 溶液 の電気分解の際には







上述のよ うにHANを 電気分解 した際に発生す るガスはアノー ド側で酸素,カ ソー ド側で水
素 となる。 このため本研究 において液 中プラズマ生成初期の段階では酸素,水 素,メ タノ
ール を素 としてプラズマが生成 され るもの と考える。一方推進剤が反応 を開始 した後は,
発生 した燃焼ガスを素 としてプ ラズマの生成を維持す るもの と考 える。
4.1.2実験 装 置 お よび実 験 手順
本研究では初めに,外 部か らのガス供給を排 した状態でプラズマの生成,お よびそれ に
よる推進剤の反応 が可能であるかを評価す る。実験には図4-1に示す反応容器を用いた。中
央 に開けられたφ6㎜ の穴は推進剤 を保持す るための空間であ り,実験時に1ま0.6gの推進
剤 を投入 してい る。その下部には電極 を取 り付けるためのポー トとしてメネ ジを切ってお
り,M3のSUS304ネジを放電電極 として取 り付 ける。液 中でプラズマを生成する際,電 極
の接液面積 が広い場合には電流が液 を介 して流れやす くな り,反 面電圧が印加 され にくく
なるためプラズマの生成が困難になることが報告 されてい る。[3]このため本実験では簡易的
ではあるが,図4-2に示す よ うに電極側面をテ フロン製のシールテープで覆 い接液面積 を減
少 させた。電極は片方をグラウン ドに接続 し,も う一方は電源 と接続 し,電 極間ギャップ
は全ての実験を通 してlmmと した。加 えて反応容器上部には簡易的なが らスラスタの環境
を簾 することを目的 とし,φ1㎜ のオ リフィスを取 り付 けている。
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プ ラズマ生成 における放電形態 の影響 を比較す るため,本 実験 では電源 にNISTAC製
HVL2KlO直流安定化電源および13.56MHzのIonTech製RF-5S高周波電源 を採用 した。 こ
こで直流安定化電源 を用いる場合,プ ラズマが生成 された際の突入電流を抑制す ることを
目的 として360Ωの抵抗を電源 と反応容器 との間に挿入 している。また高周波電源 を用いる
場合,イ ンピーダンスの整合を 目的 として電源 と反応容器 との間にマ ッチングボ ックスを
挿入 してい る。直流お よび高周波電源 を用いたそれぞれ の条件での実験 コンフィグレー シ
ョンを図4-3に示す。直流安定化電源を用いる場合は反応容器 に投入 されている電力を電流
プローブお よび電圧プ ローブの波形の積 として算出 している。一方高周波電源 を用い る場
合は,高 周波電源 に表示 され る進行電力 と反射電力の差 を取ることによ り電力 を評価 した。
この方法で算 出された電力はマ ッチングボ ックスお よび反応容器 に投入 され る電力であ り,
反応容器単体に投入 され る電力ではない ことに留意 されたい。
高周波電源 を用いる実験の際は電源起動前 に予 めネ ッ トワー クアナ ライザ を用いてマ ッ
チ ングボ ックスを操作 し,イ ンピーダンスを50Ωに整合 している。電源 を起動 させた後は




































図4-3実 験 コ ンフ ィグ レ・一・`ション
左:DC電 源 使用 時 右:RF電 源 使 用 時
このガスが電極表面を覆 うことで電極間の絶縁性 が向上 し,電 極への高電圧の印加が可能
とな る。電圧が絶縁破壊電圧 に達す ると電極間にプラズマが生成 され,推 進剤 の反応 が誘
起 され る。 ここで高周波電源 の場合 は,電 源起動直後か ら推進剤 のガス化 ・プ ラズマの生
成 により負荷イ ンピーダンスが時々刻々 と変化 してい くため,マ ッチングボックス を操作
しイ ンピーダンスを整合す るよう努 める。 そ してプラズマが生成 されてか ら数秒後に電源
を停止 し実験を終了する。











は電極周 りで電気分解 ・ジュール加熱 によるガスの生成が十分でないため推進剤 を介 して
電流が流れてい ることに加 え,電 源 が起動直後のため十分に立 ち上がっていないことによ
るもので ある。その後ガスが電極 を覆 うことで電極間の絶縁性が向上す るた め,印 加電圧
が上昇 し一方で電流値が低下 してい く。そ して0.35秒の時点で電流値 が跳ね上が り,一方
電圧 は低下 している。 この時点で絶縁破壊 を起 こしプ ラズマが生成 され,電 極 間が導通 し
たもの と考える。 その後放電波形が振動を繰 り返 しているが,こ の原因 として次のサイ ク
















図4-5DC電 源 使 用 時 の 放 電 波 形


























図4-6DC電 源 使 用 時 の放 電 波 形 作 動 開 始 時刻 付 近 拡 大
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1.電 気分解やジュ・一一・ル加熱 によ りガスが発生。 これが電極表面を覆 うこ とで絶縁性が向
上 し,印加電圧が増加 していく。
2.絶 縁破壊 を起 こしプラズマが形成 され る。実験前後 の装置は図4-7に示す ように,5.8
秒の作動で電極表面が大きく損耗 してい るこ と,作 動時の発光 が非常 に強い ことか ら
アー ク放電が形成 されたもの と考 える。アー ク放電は導電率が高いため,低 電圧で放
電 を維持す ることができる。 このためアークを介 して電源の出力端 に取 り付 けられて
いる平滑用 コンデンサの電荷が突入電流 として放 出 され,電 極 に印加 される電圧お よ
び電源の出力電圧 が瞬時に低下す る。また電源 も出力電流 を設定値の0.8Aまで低下 さ
せ るべ く,出 力電圧 を能動的に低下 させ る。
3.出 力電流の制 限および生成 されたプ ラズマを包む気泡が膨張す ることによ り気泡内温
度が低下す る[4]ためア・一一・クが冷却 され導電率が低下す る。[5]このためアー クを維持する
ために高い電圧が必要 とな る。
4.し か し電源 の出力電圧が低下 してお り,プ ラズマ維持に必要な電圧 を印加す ることが
出来ないため,プ ラズマは消滅 して しま う。
反応 中は電極間 より非常 に強い発光が断続的に起 こることが確認 され,ま た推進剤 が上
部オ リフィスよ り勢い よく噴出す ることを確認 した。 これ より断続 的ではあるが推進剤か
らプ ラズマを生成 し,推 進剤 の反応 が達成 できたもの と考 えられ る。またこの時の平均放

























ラズマの生成 により負荷 のイ ンピーダンスが変化 してい くため,マ ッチ ングボ ックスを操
作 しインピー ダンスの整合 に努 めた。 しか しなが らマ ッチ ングボ ックスの操作がイ ンピー
ダンスの変化に追従できず,実 験時の電力 は進行50W,反 射38Wと な り,電源 よ り下流
側 に投入 された電力は12Wと なった。 このため反応時の様子 は図4-8に示す よ うに,周 囲
を暗 くした状態であれば電極 間の発光がわずかに確認できる程度の弱 さであった。また推
進剤 の反応 に関 しては放電開始後か ら気泡の生成 が確認 され たが,そ の状態が電源停止ま
で継続 し,直 流放電時の様 に勢 い良 く上部オ リフィス より噴出す るような状態 とはな らな
かった。
以上よ り,直 流および高周波放電 どちらの電源 を用いて も推進剤 内でプラズマを生成す
ることは可能であったが,高 周波放電ではイ ンピーダ ンスの整合が取れなかったため電力
が投入 されず推進剤の反応が極 めて少 ない とい う結果 となった。 このため以降の実験では
電源 として直流安定化電源 を採用 した。
4.2推 進 剤 供 給 下 で の プ ラズ マ 生 成維 持
4.2.1実験 装 置 お よび実 験 手順
前述 の液 中プ ラズマ生成実験では,放 電容器 内に保持 され静止 してい る推進剤 中でのプ
ラズマの生成お よび推進剤の反応が可能であることを確認 した。本実験では,連 続的に上
流か ら推進剤が供給 され てくる状況下において,プ ラズマの生成および推進剤 の反応 を維
持 させ ることが可能であるかを評価す る。
本実験では図4-9に示す反応機構を用いて実験 を行った。電極ギャップは液 中プラズマ生
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成試騨 寺と同様lmmと し,これ に合 わせ て流路径 もφ1mmと している。 また電極1よ表面
積 を減 らしプラズマ生成 を容易 にす ること,お よび極力流路径 に近づ けることを 目的 とし
M2のSUS304ネジを採用 した。加 えて放電経路がア ノー ドー推進剤バル ブ間で形成 され
ない よう,反 応機構上流部 にはカ ソー ドと同 じくグラウン ド電位 に落 とした保護電極 を取






























図4-10実 験 コンフ ィグ レー シ ョン
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また前節 に引き続 き,反 応機構の材料にポ リカーボネー トを採用 している。 このため反
応機構 が熱 で損傷 しやすい ことか ら,本 実験は数秒程度 の短秒時作動 となる。実験手順 を
次 に示す。
1.電 源の立 ち上が りの影響 を排除す るため,あ らか じめ電源 を起動 させ電極 に電圧 を印
加する。
2.バ ルブを開き推進剤 を放電室に導入す る。推進剤量は加圧ガスの圧力 を調整す ること
により,1N相 当の0.4g/s程度 としている。
3.推 進剤 が電極 と接触す ると電流 が流れ始め,電 気分解 ・ジュール加熱 によりガスを発
生 させ る。
4.ガ スが電極を覆い高電圧 の印加 が可能 にな り,絶縁破壊電圧 に達す る と電極間にプ ラ
ズマが生成 され,推 進剤の反応が誘起 され る。
5.反 応機構 の損耗 を避 けるべ く,作 動開始か ら数秒後 に作動停止。
4.2.2実験 結 果 お よび考 察
図4-11に作動時の様子 を示す。本実験では推進剤バルブを開いた直後か ら電極間よ り青
白い強い発光が起 こり,下 流か らは燃焼火炎が形成 され ることを確認 した。プ ラズマによ
り推進剤の反応が誘起 されているもの と考えるが,大 気 中での試験であ るた め空気 中に含
まれ る酸素を巻き込んで燃焼 してい る可能性が十分 にある。 しか しなが らプラズマの生成
お よび燃焼火炎は電源を停止 させ るまで持続す ることを確認 したため,目 標 である推進剤
供給下でのプラズマ生成お よび推進剤の反応誘起 は達成 した。続いて実験時の放電波形 を
図4-12に,放電開始時点を拡大 したものを図4-13に示す。推進剤バル ブを開くよ り以前は
電圧 が印加 された状態を保 ってお り,バ ルブを開き しば らくした後に電流が流れ電圧 が低










図4-ll作 動 時 の様 子
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によ り電極 間の絶縁抵抗上昇に伴い電圧が上昇 してゆき,絶 縁破壊電圧 に達 した ところで
プラズマが生成 され再度放電 を開始す ることとなる。本研究ではこの2度 目の電流が流れ
始 め電圧が急減 した時点をプ ラズマが生成 された時点 と考 える。 この場合,推 進剤が放電
電極 に接触 してか らプラズマが生成 されるまでに要す る時間は10ms以下 とな り,前述の液
中プ ラズマ生成実験時 と比べ高速 となっている。 これは推進剤導入前 に予め電源 を立ち上





















図4-12作 動 時 の 放 電 波 形

























ち,液 中プラズマ生成実験時の周波数 と比較 して10倍程度 となった。 これ は電極サイズを
小 さくし表面積 を減 らす ことによって気泡が電極 を覆 うまでに要する時間が短縮 した こと
が理由として考 えられる。作動開始後,2.5秒付近 より電流が0.8Aに落 ち着き電圧 も数十
Vま で低下す るが,これは熱で炭化 したポ リカーボネー トを介 して放電が形成 されたためで
ある。
作動前後の反応機構 の写真 を図4-15に示す。 ポ リカーボネー トは放電部か ら出 口にかけ
て溶融 ・炭化 してお り,ま たアノー ドは著 しく損耗 した。一方カ ソー ドは多少損耗す るも
のの,そ の度合いはア ノー ドに比べ少なかった。電極 と接 してい るイオン液体 とプ ラズマ
との接する環境では,プ ラズマ ーイオン液体間にシースが形成 され,電 極表面では電圧 降
下領域が殆 ど形成 されない ことが報告 されている。[3]本実験ではカ ソー ドがグラウン ド電位
となってお り,ま た推進剤 は電解液 であるため,イ オ ン液体同様 に導電性 を有す ることか
らバル ブや配管等,保 護電極 を通 してグラウン ド電位 となってい る。 このた めシースがカ
ソー ドではな くカ ソー ドと接す る推進剤表面 に形成 され,カ ソー ドをイオン衝撃 よ り保護












図4-14作 動 時 の 放 電 波 形 のFFT
青:図4-5に お け る 亡=0～4.095s(サン プ リン グ レー ト1ms)の 電 流 波 形 のFFT
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5章 実験計画法による因子評価
5.1実 験 計 画 法
5.1.1実験 計 画 法 概 略
本研究ではス ラスタの推力および推力電力比に影響 を与 える因子を評価す ることを目的
とする。評価 にあた り実験を効率的に進めることを 目的 として実験計画法を採用 した。
実験計画法 はロナル ド・フィッシャーによ り考 え出 された手法であ り,効 率的にデー タ
を取得す るための実験条件 を作成 し,得 られたデー タを統計的に解析す る手法である。実
験計画法は,評 価す る因子お よび水準の全ての組み合 わせの実験条件 を実施す る要因配置
法 と,一 部の組み合わせ のみを実施す る一部実施法 に大別 され る。要因配置法では評価す
る因子 の数 に応 じて一元配置実験や 二元配置実験 と呼称 され る実験を行 う。他方一部実施
法では,直 交配列表 を用いて因子や水準を割 り付けることで実験条件 を作成 し実験 を行 う。
直交配列表 を用いた実験 では評価因子 の数に対 して実験 回数 が少ないため,評 価 因子数 の
多い実験 に対 して用い られ ることが多い。本研 究では多 くの因子の影響を数少ない実験回
数で評価す るため,直 交配列表を用いた実験計画法 を採用 した。
5.1.2直交 配 列 表 を用 い た 実 験
本節 では直交配列表による因子の影響評価方法について述べ る。 ここでは簡 単のため表
5-1に示すL8(27)直交配列表 を用いる。この ような表は,表 中の[2]を[-1]に置き換えた際に任
意の列の内積 が0,すなわち直交状態 にあるため直交配列表 と呼称 され る。この直交配列表
は基本的に2水 準での実験に用い られ,8回の実験で最大7つ の要因を評価す ることが可能
とな る。実験計画法で評価す る要因には,評 価因子単体 の影響である主効果 と因子の組み
合わせの影響である交互作用がある。交互作用 には2つ の因子の組み合わせ による二因子
交互作用の他,3つ以上の因子の組み合わせによる交互作用 も存在す る。しか し3因子以上
の組 み合わせ による交互作用は存在す ることが少 なく,ま た意味付 けも困難なため無視す
る場合が多い。[1]このため本研究でも二因子交互作用までを取 り上げる。 ここでは第1列,
2列,4列,7列 にそれぞれA,B,C,Dとい う因子を割 り付 ける。 これ ら因子は2水 準 を有
してお り,それぞれの第一および第二水準をAl,A2等と表記 して表5-1の[1]および[2]の箇
所 に割 り当てる。条件を割 り当てた ものを表5-2に示す。 ここで第7列 には因子A,B,Cの
組み合わせの交互作用が出現す るが,こ れ を無視 して因子Dを 割 り付けている。各列の関
係性 を表す線 点図を図5-1に示す。点は割 り付けた因子の主効果を表 してお り,点同士 を結
ぶ線 は因子問の交互作用 を表 してい る。 ここで注意 しなけれ ばな らないのが第7列 に割 り




列番号 1列 2列 3列 4列 5列 6列 7列
No.1 1 1 1 1 1 1 1
No.2 1 1 1 2 2 2 2
No.3 1 2 2 1 1 2 2
実験 No.4 1 2 2 2 2 1 1
No. No.5 2 1 2 1 2 1 2
No.6 2 1 2 2 1 2 1
No.7 2 2 1 1 2 2 1
No.8 2 2 1 2 1 1 2
表5-24因 子 を割 り当てたL8(27)直交配 列表
列番号 1列 2列 3列 4列 5列 6列 7列 実験
割り付け因子 A B ■ C ■ ■ D 結果
No.1 Al Bl [1] Cl [1] [1] D1 Xl
No.2 Al Bl [1] C2 [2] [2] D2 X2
No.3 Al B2 [2] Cl [1] [2] D2 X3
実験 No.4 Al B2 [2] C2 [2] [1] D1 X4
No. No.5 A2 Bl [2] Cl [2] [1] D2 X5
No.6 A2 Bl [2] C2 [1] [2] D1 X6
No.7 A2 B2 [1] Cl [2] [2] D1 X7
No.8 A2 B2 [1] C2 [1] [1] D2 X8








L8(27)直交配 列表 の線 点 図
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5.2評 価 手 法
5.2.1要因 効 果 の 算 出
割 り当て た因 子 の主効 果 や そ の組 み 合 わせ で あ る交互 作 用等 の 要 因の影 響 を算 出す る方
法 を以 下 に示す。例 えば第1列 に割 り当てた 因子Aの 主効 果 を評 価 す る場合,第 一水 準Al
お よび 第二 水準A2を 含 む それ ぞれ の実験 結果 をま とめ,そ れ らの差 分 を取 る こ とで効 果 の






こ こでXl～X4お よびX5～X8に はそれ ぞれBl,B2,Cl,C2,Dl,D2が2つず 含 まれ て い
るた め,こ れ らの効 果 はlAlの 効 果 一A2の 効 果1と 差分 を取 るこ とに よ り相殺 され る。
この よ うに して 算 出 した水 準 の影響 の差 が大 きい程,そ の因子 が結 果 に 与 え る影 響 が大 き
い こ とを示 す。
次 に交互 作用 の評 価 につ いて述 べ る。表5-2よ り例 えば第1列 に割 り当て た因子Aと 第2
列 に割 り当て た因子Bの 主効果 は第3列 に現れ る とい うこ とが分 か る。 上述 の 主効果 の評
価 と同様 に第3列 のそれ ぞれ の水 準 につ いて ま とめ る と以 下 の よ うに な る。
第3列 第1水 準:実 験No.1,2,7,8
第3列 第2水 準:実 験No.3,4,5,6
また それ ぞれ の水準 につ い て実験 条件 を含 め表 記す る と表5-3のよ うにな り,No.1,2,7,8
には(Al,Bl)および(A2,B2)と第 一,第 二水 準 同士の組 み合 わせ が,一 方No3,4,5,6には(Al,
B2)および(A2,Bl)と異 な る水 準 同士の組 み合 わせ が 出現 してい る。
表5-3第3列 の水 準 ご とのま とめ
a
b
a:第3列 第1水 準,b:第3列 第2水 準



















第3列 について評価 を行 うと,因 子AとBの 偏 った組み合わせの影響が現れ ることか ら,










また表5-3を見ると因子C,Dの 組み合 わせ についても同様に水準の偏 りが生 じているが,
5.1.2項で述べた ように因子Dは 交互作用を持たない,す なわち組み合 わせ に偏 りが生 じて
も影響のない因子を割 り当てているためこれ らは無視 してよい。仮に因子Dが 因子Cと 交
互作用 を有 していた場合,そ の影響が第3列 に出て しまい,次 項にて述べ る列平方和がA
×BまたはC×Dど ちらの影響であるかの判断がつかな くなる交絡を起 こす。
5.2.2分散 分 析
前節 では要因の水準の影響評価 を行 った。その影響が誤差 と比べて十分 に有意であるか
否かを評価す るにあた り,実験計画法では一般に分散分析が用い られ る。分析 にあた り初
めに各要因効果の列平方和Sを 算出す る。第1列 を例 にとると算出式は以下のよ うになる。




この評価を,因 子を割 り付けていない列 も含む全ての列 に対 して行い各要因の評価 を行 う。
次 にこの列平方和Sを 要因の 自由度fで除すことにより平均平方和Vを 算出す る。自由度 は,
評価要因が主効果の場合は,因 子の水準数1と なる。一方交互作用の場合 は親 となる因子
の自由度を掛け合わせたもの となる。また誤差 の自由度 は誤差 となる列の数である。
ぬ÷
fA=因子Aの 水 準 数 一1
=2-1=1
fA。B=fA×fB=1×1=1






この分散比 と要因お よび誤差 の自由度 を用いてF検 定 を行 う。 これによ り要因の影響が無
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い確率 を表すP値 が得 られ る。一般にはP値 が0.05または0.Ol以下の場合 に有意であると
評価す る場合が多い。 しか しP値 が有意水準に達 しない,も しくは達 したか らと言ってそ
の有意性を断ず ることは出来 ないため,[2]P値に関 してはある程度緩やかにとらえる必要が
ある。
5.2.3誤差 要 因 の決 定
前項で述べた分散分析は誤差 となるデータが無ければ分散比が取れずP値 の算出が出来
ない。 このため直交配列表 には,誤 差 を評価す る列 を予 め設 けるか,実 験 の結果 として影
響が弱かった要因を誤差 と見な して評価する必要がある。前者は割 り付け可能な因子数 を
減 らしい くつかの列 を開放す る,も しくは実験前に交互作用が無い ことが判明 している場
合 に採用可能 な方法である。本研究では可能な限 り多 くの要因を評価 したい こと,ま た実
験前に交互作用の影響が予測できなかった ことか ら後者 を採用 した。 ここで誤差 に含 める
要因の基準 として,各 要因の平均平方和 を小 さい順か らプロッ トしてゆき,そ のプロッ ト
の近似直線の傾 きが変化する ところまで とした。[3]
5.3評 価 因子 の選 定 お よび 因 子 の 割 り当て
5.3.1因子 の選 定
本実験では評価 因子 として電極軸方 向ギャップLg,放電室内径Dd,放電形態Td,電極サ
イズD,,目標燃焼室圧力Pt。の5因 子を採用 した。これ ら因子を取 り上げた理 由を以下に述
べ る。
【電極軸方向ギャップ:Lg】
これ までの実験において電極が赤熱す る,電 極 間か ら強い発光が確認 され る,放 電時 に
急激 に電圧 が低下す る等の特徴が見 られたため,放 電時にはアー ク放電が形成 されている
もの と推測する。 アーク放電ではAyrton,Nottinghamらがアー ク長10㎜ 以下,翫10A




ここでa,b,c,dはAyrton定数 と呼ばれ るものであり,電極やガスの種類 によって変化す る。
一方nも ,Ayrton定数 とい う名称 では無い ものの,同様に陽極材料お よび気体の種類に大き
く依存す る。 アークの電圧は(5-8)式に見 るように,そ の長 さに比例す る傾 向がある。 これ
は陽光柱の電位勾配がアーク長の変化 にあま り因 らないことが理 由である。[5]このよ うにア
ー ク長 によ り放電電圧が変化す るため,電 極のギャップを変化 させ ることによ り電圧 を増
加 させ,プ ラズマに投入可能な電力量が変化す るもの と期待 できる。以上の理由により電
極軸方 向ギャ ップを評価 因子 として取 り上げる。本因子 の水準は,電 極を対向 して取 り付




アーク放電では放電を安定 させ るため,ま た熱 ピンチ作用による高温を得 ることを目的
として,ア ー クの周 りに流体を旋回 させ る場合がある。本研究で用いる本能機構 において
も,旋 回させてはいないものの放電チャネル内に液体である推進剤 を導入 していることか
ら近い状態にあるもの と推測す る。 アー クの周 りで水を旋回 させ る水安定化アー クでは,
放電管 の径 によ り陽光柱電界強度が変化することが確認 され てお り,管径 が細い程に電界
強度が増加 してゆく。[6]したがって本機構でも放電室内径 を変化 させ ることによ り放電投入
電力 も変化 し,こ れ により推進性能 も変化す るもの と考え られ る。 以上の理 由より放電室
内径 を評価 因子 として取 り上げる。放電室内径は放電室 内でのチ ョー クを避 けるため にス
ラスタのス ロー ト径以上 とす る。また推進剤の爆轟 を避 けるため限界薬径以下 に設定す る
腰 があり,SHPI63ではお よそφ6㎜ と報告 されている。[7]このため本因子の樺 は放電
室内径:Dd=φ2,4㎜の2水 靴 した。
【静電容量:C、】
本研究で用いる推進剤SHPl63は高圧下で線燃焼速度が向上す ることがス トラン ドバー
ナー試験 より確認 されている。[8]これ より推進剤 に高圧 を印加 できる放電手法 を適用す るこ
とにより反応量の増加 が期待できる。
高圧 を発生 させ る放電手法 としてはパル ス放電が挙げ られ る。 この高圧 は瞬間的に発生
す るアー ク放電の熱 により放電パスを瞬時に加熱 ・膨 張 させ ることによ り発生す るもので
ある。液中でパルス放電 を行 った場合 にはその圧力が放電パ ス近傍では100MPa以上 にも
達することが報告 されている。[9'10]以上の理 由か らパルス放電用の有無を評価因子 として取
り上げ,その水準 を,電源 と安定化抵抗 問にキャパシタを接続 しない場合(静電容量:0μF)
と,電極 と安定化抵抗の間に28μFの静電容量 を持つパル ス放電キャパシタを挿入 した場合
(静電容量:28μF)の2水準 とした。 ここでパルス放電時には推進剤 に衝撃圧 を印加する
ことになるが,放 電室内径 を限界薬径以下に抑 えることにより爆轟を回避す る。
【電極サイズ:D,】
液体 中に電極 を設置 し気泡か らプラズマを生成す る液 中プラズマでは,電 極 サイズがプ
ラズマの生成 に影響 を与えると報告 されている。 これは電極 の接液部が広い場合 には電極
間の抵抗値 が低 くなるため絶縁破壊 に必要な電圧 を印加で きな くなること,気 泡が接液部
を覆い絶縁 性を確保するまでに要す る時間が増 えることが原因である。[ll]この とか ら電
極面積 がプ ラズマの生成状態に影響 を与 える と考え,電 極サイズを評価 因子 として取 り上
げた。電極サイズは放電室内径に合わせるため,水 準はφ2,4㎜の2水 靴 した。
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【目標燃焼室圧:Pt、】
放電形態の箇所で前述 した ように,本 研究で用い る推進剤 は高圧雰囲気下で線燃焼速度
が向上するため,燃 焼室圧力 を増加 させることにより推進剤の反応量の向上が期待 できる。
一方放電の面では,放 電電圧が圧力の1/2乗に比例す るとい う結果が得 られている。[12]
このため燃焼室圧力 を増加 させ ることによりプ ラズマに投入 できる電力量を増加 させ,推
進性能 の向上 を狙 える可能性 がある。 このため燃焼室の 目標値 を評価因子 として取 り上げ
た。燃焼室の 目標圧力はスラスタのスロー 際 を1.8および1.2㎜ とす ることで250およ
び550kPaの2水準 とした。
5.3.2直交 配 列 表 へ の 割 り付 け
本 実 験 で取 り上 げ る因子 は5つ であ り,こ れ を表5-4に示 すLl6(215)直交配 列表 に割 り付
け る。Ll6(215)直交配 列表 の各 列 の 関係 は図5-2に示す よ うにな ってお り,5因 子全 て の組 み
合 わせ の交 互作 用 が評 価 可能 で あ る。本 実 験 で は電極 軸 方 向 ギ ャ ップ:Lg,放 電室 内径:
Dd,静電容 量:C、,電 極サ イ ズ:D,,目 標燃 焼 室圧:Pt。をそれ ぞれ第1,2,4,8,15列に割 り
付 けた。 これ以 外 の列 には 因子 を割 り付 けず に2因 子 間 の交互 作用 の評価 に用 い る。 本研
究 で は全列 を要 因評 価 のた め に使 用 して い るた め,事 前 に誤 差列 は設 けてい な い。
表5-4Ll6(215)直交 配 列 表
列番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12 13 14 15






















No。1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
No.2 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 2 2
No。3 1 1 1 2 2 2 2 1 1 1 1 2 2 2 2
No.4 1 1 1 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1
No。5 1 2 2 1 1 2 2 1 1 2 2 1 1 2 2
No.6 1 2 2 1 1 2 2 2 2 1 1 2 2 1 1
No。7 1 2 2 2 2 1 1 1 1 2 2 2 2 1 1
実験 No.8 1 2 2 2 2 1 1 2 2 1 1 1 1 2 2
No. No。9 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2
No.10 2 1 2 1 2 1 2 2 1 2 1 2 1 2 1
No.ll 2 1 2 2 1 2 1 1 2 1 2 2 1 2 1
No.12 2 1 2 2 1 2 1 2 1 2 1 1 2 1 2
No.13 2 2 1 1 2 2 1 1 2 2 1 1 2 2 1
No.14 2 2 1 1 2 2 1 2 1 1 2 2 1 1 2
No.15 2 2 1 2 1 1 2 1 2 2 1 2 1 1 2






点は割 り付 けられた因子の主効果,線 は因子問の交互作用を表す。
5.4実 験 装 置 お よび実 験 手順
本実験で用いた反応機構は実験条件の一部である電極軸方 向ギャップ,放 電室 内径,電
極サイズに応 じてそれぞれ製作 してお り,それ らを図5-3に示す。プラズマ持続生成確認実
験の際には推進剤 の導入 ポー トが放電室 と平行に設 けられていたが,今 回は推進剤 を一旦
壁面に衝突 させ減速 させ た うえで放電室に導入す ることを 目的 とし,導入 ポー トを放電室
と直角 になるよ うに設けている。電楓 こは引き続きSUS304ネジを用い,水 準がφ2,4㎜













向 して取 り付け られてお り,4㎜ の場合はアノ・一・`ドー カ ソ・一・`ド間およびア ノ・一・`ドー燃焼
室問に軸方向に4mmの ギャ ップを設 けてい る。これは燃焼室がグラウン ド電位 であるため,
放電経路がアノー ド ー燃焼室間で形成 され ることを想定 したためである。 また電極端面は
放電室壁面 と一致す るよ うに取 り付 けてある。 このため電極軸方向ギャップ長 のみな らず
放電室内径 によっても電極間の放電パス長 が変化す ることとなる。反応機構の材質には引
き続きポ リカーボネー トを採用 してお り,こ のため実験時の作動時間はポ リカーボネー ト
を大きく損耗 させ ない ように1.5秒と短秒 時の作動 となる。
続 いて実験で用いたスラスタと組み合わせたものを図5-4に示す。それぞれのスラスタは
φ1.8および1.2㎜ のスロー 際 を持 ち,ま たノズル 出口径は共に4㎜ である。ゆえにそ
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図5-4反 応 機構 と燃 焼 室 との組 み合 わせ概 略図
上:Lg-0の 条 件 下:Lg-4の 条 件
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表5-5ス ラス タ設 計値
ス ロー ト径1.2mm ス ロ ー ト径1.8㎜





開 口比 ll 5
本実験雄 コンフィグレーシ ョンを図5-5に示す。本実験 は真空環境下で行 ってお り,真空
槽内圧力は実験の前後を通 して500Pa以下を維持 している。推進剤は窒素ガスで加圧 され
てお り,目標燃焼室圧 が250および550KPaのスラスタを用い る際はそれぞれ200および
500kPaG(≒300,600kPaA)で加圧 している。電源にはNISTAC製直流安定化電源HV-2KIO
を用いてお り,最大出力電流および電圧 をそれぞれlA,1000Vとしている。またプラズマ
生成 時の突入電流を抑制することを目的 として,電 源 と電極 の間には470Wの メタル クラ
ッ ド抵抗を挿入 している。またパルス放電 を実施す る場合は28μFのキャパ シタバ ンクをメ
タル クラ ッ ド抵抗 と反応機構 の 間に並列 に接続 してい る。電圧 お よび 電流の測定 には
Tektronix製高電圧プローブP6015AおよびTCP312A/TCPA300を用いている。推力 の測定
には板バネ式スラス トスタン ドを用いているが,使用時にはおよそ30Hzの固有振動が誘起
されて しまいその波形が推力 と共に ロー ドセル より出力 され て しま う。 このためロー ドセ
ルか らの信号 殉を固有振動10周期分の0.3秒に渡 り移動平均を取ることで平滑化 した。 ロ












電源を立 ち上げ。 この時点では制御 回路を通 し電流がグラウン ドに流れ るため,反 応
機構 の放電電極 には電圧が印加 されない。
推進剤バルブを開 くと同時に制御回路 の電路を切 り替 え,反 応機構に電圧 を印加。
(作動開始)
1.5秒後 に推進剤バル ブを閉じると同時に制御回路の電路を切 り替え,電 源 からの電流




図5-5実 験 コン フィ グ レー シ ョン
5.5実 験 結 果 お よび考 察
5.5.1欠測 値 の予 測
それぞれの条件で15秒 間の短秒時作動を行い,その間に得 られた推力の最大値およびそ
の時点での推力電力比の一覧を表5-6に示す。 ここで実験No.16に関 してはスラス トスタ
ン ドの固有振動 とパルス放電の放電周期が一致 したために共振 を起 こし,推 力デー タが得
られなかったため欠測 となっている。 したがって初 めに欠測値の予測を行 う。
実験誤差 を最小にする推力 を以 って実験No.16の推力 とする。 ここで誤差の情報が必要
となるため,ひ とまず実験No.16の推力を得 られた15個のデータの平均値である171mN
と仮定す る。 この状態で各要因の列平方和を算出 し,そ れ を値 の小 さい順 にプ ロッ トした
ものを図5-6に示す。これ よ り最小の 『電極軸方向ギャ ップ×電極サイズ:Lg×D,』か ら近
似直線 の傾 きが変化す る 『放電室内径 ×静電容量:Dd×C、』までは影響の弱い要因である
ため誤差 と見なす。 ここで電極サイズ:Deの列平方和 も十分に小 さく誤差 として扱 える程
度であるが,放 電室内径 との交互作用 を有 しているため,親 となるDeは誤差 に含 めない。
表5-6各 実験条件での最大推力お よびその時点での推力電力比


























































































図5-7実 験No.16の 予 測 値 に 対 す る誤 差 の 平 均 平 方 和 の 変 化
次 に横 軸 にNo.16の推 力値 を,縦 軸 に誤差 の列 平方 和 を表 した もの を図5-7に示 す。推 力
値 が170mNと なっ た際 に誤 差 が最 小 とな る こ とか ら,この値 を実 験No.16の推力 と見 な し
た。
5.5.2推力 に影 響 を与 え る要 因 の 評価
推力の分散分析表 を表5-7に示す。 ここで電極サイズD。の平方和は十分に小 さく誤差 と
見なせ るが,放電室内径Ddとの問に交互作用を持っているため誤差 として処理 していない。
本研究では要因効果の有無を調べ るとい うことか ら,有意水準をおよそP≦0.1としている。
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ゆえに今回の実験では主効果 として電極軸方向ギャップ,放 電室内径,静 電容量,目 標燃
焼室圧の4項 目が有意 となった。一方交互作用 としては電極軸方向ギャップ ×放電室内径,
電極軸方向ギャップ ×静電容量,放 電室内径 ×電極サイズ,静 電容量 ×目標燃 焼室圧 の4
項 目が有意 となった。それぞれの推力 に対す る応答線図を図5-8,9に示す。





Lg 1 38416 40.1246 0.0007
Dd 1 14762 15.4188 0.0077
Ce 1 19321 20.1804 0.0041
De 1 870 0.9090 0.3772
Ptc 1 10920 ll.4060 0.Ol49
Lg×Dd 1 8649 9.0337 0.0238
Lg×Ce 1 6806 7.1090 0.0372
Dd×De 1 13806 14.4203 0.0090























































5.5.3推力 電 力 比 に影 響 を与 え る要 因 の評 価
推力電力比に対す る各要因の平方和 を値 の小 さい順か らプロッ トしたものを図5-10に示
す。 この図 より要因 『静電容 量 ×電極サイズ:C。×D、』か ら 『放電室内径 ×静電容量:Dd
×C,』は効果が弱いため誤差 として扱 う。 ここで主効果Dd,D、,C。の影響は十分に弱いが有
意な交互作用 を持つため誤差因子か ら排除す る。 この時の推力電力比に対す る分散分析表
を表5-8に示す。これ より推力電力比に影響 を与 える要因 として 目標燃焼室圧力,放電室内









































Dd 1 0.Ol65 0.9197 0.3626
Ce 1 0.Ol86 1.0343 0.3357
De 1 0.Ol31 0.7276 0.1258
Ptc 1 0.1720 95804 0.Ol28
Dd×De 1 0.0584 3.2534 0.1048


















































5.6最 適 条 件 で の 実験
直交配列表を用いた実験の結果,今 回の水準では電極軸方 向ギャップ:4㎜,放 電室内
径:φ2㎜,青 縮 容量:28μF,電極サイズ:φ4㎜,目 標燃焼室圧:550kPaが髄 水準
となった。直交配列表を用いた評価 が適切 であったかの確認 も含め,最 適条件 での実験 を
実施 した。実験 コンフィグ レーシ ョンお よび実験手順 は前述 の直交配列表 を用いた実験 と
同様 である。
図5-12に作動時の推力および放電波形 を示す。作動開始から0.5秒後 に放電形態がそれ
までのパルス放電からDC放 電へ と遷移す る現象 が発生 し,こ の時の電流は0.4A,電圧 は
840Vであった。本実験ではこのDC放 電時に最大322mNの推力を達成 してお り,そ の時
点の推力電力比は0.95mN/Wであった。この推力は表5-6中の推力 と比較す ると実験No.10
に次 ぐ値であるが,推 力電力比 としてはいずれ よりも高い値 となった。ゆえに直交配列表















































5.7.1要因効 果 につ い て
各要因が推進性能 に影響を与えた ことについて個 々に考察 してゆく。5.3.1項では電極軸
方 向ギャップ,放 電室内径,目 標燃焼室圧力が放電電圧 に,ひ いては投入電力に影響 を与
え推進性能を変化 させ ると考え取 り上 げた。 このため各要因の放電電圧 に対す る影響 を見
る。 図5-13,14に各因子の放電電圧および放電電流に対す る応答線図を示す。
電極軸方向ギャップ,放 電室 内径,目 標燃焼室圧力 それぞれの因子については,特 に 目
標燃焼室圧 の影響は弱かった ものの,こ れまでの報告 と同様 の傾 向を示 してい る。また静
電容量に関 しては,キ ャパ シタを挿入 しパルス放電 を行 った方 が放電電圧 を高 める とい う
結果 となった。また電極サイズに関 してはφ4と大き くした場合に電圧 が多少低 下する傾 向
が見 られたが,こ れは電極サイズが大 きくなるとともに接液面積 も増加 したために絶縁性
を確保 しづ らくなった ことが考 えられ る。 また交互作用 は 『電極軸方向ギャップ×放電室
内径』 に強 く,『静電容量 ×目標燃焼室圧力』に弱 く出ていることが確認 された。
放電室内径,目 標燃焼室圧力が放電電圧 に影響 を与えた理 由 としてはプラズマの冷却が
考 えられる。4章では電極の損耗状態等を理由に,放電室内ではアー ク放電が成立 している
もの と考えた。アー ク放電の電離形態では熱電離が支配的 となってお り,そ の電離度 αiは



























































































ここでpは ガスの圧力,Tは 温度,Viは電離電圧,k.はボルツマ ン定数である。これ よ りア
ー クでは温度 と共に電離度が上昇す るため導電率 も上がってゆ く。 この よ うな特性か ら,
逆 にアー クを冷却す ることによ りその導電率を低下 させ ることができる。[13]放電室内径 は
細径化す ることに より電圧が上昇 したが,こ れはプラズマ と液の接触状態 を良好 にしたこ
と,放 電室内の推進剤 ・燃焼ガスの流速を上げアー ク周 りの高温ガスの排 出を促進 したこ
とによりプ ラズマを冷却 し,電 離度が低下す ることで導電率が減少 した ことによるもの と
推察す る。 さらに電極軸方 向ギャップ長 を延伸 した場合 にはプラズマの冷却領域が増加す
ることから一層冷却作用が強 くなると考 えられ,こ れによ り 『電極軸方向ギャップ×放電
室 内径』の交互作用が生 じた ものと推測する。また 目標燃焼室圧については,圧 力が上昇
す ることによりアーク柱周 りのガスの密度が高 くなるため,熱 容量が増加 しアー クの冷却
作用を一層 強めた もの と推測す る。 このため高圧下ではアークの導電率が低下 し,印 加電
圧が増加 させたものと考 える。
これ に加 え,目 標燃焼室圧力 は推力電力比 に対 して も十分に有意な影響 を有 してい る。
この理 由としては,SHPI63は圧力に応 じて線燃焼速度が増加す るため,高 圧にす ることに
よ り反応量が増加 した ことが考 えられ る。 また本実験ではスラスタ下流 よ り未反応の推進
剤が液滴のまま噴出 していることが確認 されてお り,推 進剤 の反応 が十分 に行 われていな
いことが窺える。 このため供給圧 を高めるも燃 焼室圧力 が十分に増加 しなかったために多
量の推進剤 が供給 されて しまい推力を増強 させて しまった事 も推力電力比増加 の理 由とし
て考 えられ る。 さらに 目標燃焼室圧力 については,圧 力 を上昇 させ ることによ り溶媒 の沸
点 を上昇 させ,溶 媒の気化 に伴 う吸熱反応を抑制す ることで推進剤の反応性 を高めるとい
う効果 も期待できる。ただ し第7章 で後述す るが,本 実験の圧力では溶媒である水の気化
を抑制するには不十分な可能性 もあるため,本 章での考察は割愛す る。
5.7.2DCへの遷 移 につ い て
最適条件 において放電がパルスか らDCに 遷移す ることが確認 されたが,この他 にも直交
表 を用いた実験 においてもDCに 遷移する,または放電振動が大 きく抑制 され る条件が確認
された。その際の実験条件を表5-7に,それぞれの条件での放電 ・推力波形を図5-15に示
す。表5-7よりDCへ の遷移および放電振動 の抑制には電極軸方向ギャップ長の延伸および
放電室内径 の細径化が強 く影響 を与えていることが窺える。放電形態 と電極サイズに関 し
ては条件が分散 しているため,これ らの影響は無いよ うに見える。しか し図5-12,15に見る
よ うに静電容量 を"28μF"としてパルス放電用キャパ シタを挿入 した条件ではDC放 電時
の リップル が少ないため,パ ル ス放電 キャパ シタは リップル 除去に寄与す るよ うである。
また 目標燃焼室圧力 についてはExperimentalNo.9にてPt。=250kPaの条件 であって も放電
振動の抑制が起 きているため表か ら判断す ることは難 しい。 しか し後述す る第6章 にて用
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いた実験条件では,本 章の最適条件 よりも更に 目標燃焼室圧力を上昇 させPt。-IMPaとし
たものであるが,この条件では図5-12,15のいずれの波形よ りも放電が安定 していることが
確認 された。ゆえに 目標燃焼室圧力 も放電振動抑制 に対 し有意な因子であると考 える。
放電振動を抑制す る電極軸方 向ギャ ップ,放 電室内径,目 標燃焼室圧力 は前述のプラズ
マの冷却に寄与す ると推測 した因子 と同じである。第4章 では放電が振動す る原 因として,
アー ク生成 時の突入電流 に起因す る出力電圧の低 下,お よびその後のプ ラズマの冷却およ
び電流減少 に伴 うアーク維持電圧の上昇に電源 が追従できないためにプラズマが消滅す る
こ とを挙げた。今 回の振動が抑制 され る条件ではプラズマが十分に冷却 され るために導電
率が低下 し,こ れによ り突入電流が抑制 されたために出力電圧の低 下をきた さず,安 定的
にプラズマ を維持できたもの と考 える。
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表5-7DCに遷移または放電振動 の抑制が確認 された条件


















































































図5-15放 電 の 振 動 が 抑 制 され た 条 件 の 波 形 亡一〇で 作 動 開始,t-1.5で 停 止
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6.1プ ラズ マ の熱 平衡 状 態 に よ る化 学 反 応
本章では熱平衡二および非平衡両方の状態のプ ラズマを反応機構内で生成 し,こ れ らが推
進性能お よび反応機構の損耗 に与 える影響 を評価す ることを目的 とす る。 プラズマには電
子お よびイオン ・ガス温度が高い熱平衡プラズマ と電子温度 のみが高い非平衡 プラズマ に
大別 され,双 方 とも有害物質の分解や着火技術 に利用 されている。[岡熱平衡プラズマでは
大電力 が投入可能であるため大規模 な分解 処理に適用 され,一 方で非平衡 プラズマは小規
模な処理 に用い られ る場合が多い。 しか し熱平衡 プラズマはガスを必要以上 に加熱 ・分解
して しま うこと,電 極や放電室を損耗 させて しま うこと等か ら化学反応に対す るエネル ギ
効率が悪い とされている。[5L方非平衡 プラズマでは化学反応量 を増加 させ るために投入電
力 を増加 させるとプラズマが熱化 して しま うとい う問題 を抱 えてい る。
6.2グ ライ デ ィ ング ア ー ク にお け る非 平 衡 へ の遷 移 条 件
大電力で非平衡プラズマを生成す る手法 として グライデ ィングアーク(Glidingarc)が挙
げ られ る。本研究では グライデ ィングアークにおける非平衡 プラズマ生成条件 を基に反応
機構 内のプラズマの熱平衡/非 平衡化 を試み る。グライディングアークの発生には図6-1に
示す ような末広が りの電極が用い られてお り,そ の電極 間に反応対象 となるガスまたは液
滴 を含むガス等 を噴射す る。電極 に電圧 を印加する と,初 め電極の最 も間隔の狭い箇所で
プラズマが生成 され,そ の後電極間に流れるガスに沿ってプラズマ 自身 も下流へ と移動 し
てゆく。 グライディングアー クは初 め熱プラズマであるが,放 電パスが長 くな る下流側で
は非平衡プラズマに遷移する とい う特徴を持つ。
図6-1のよ うな放電回路において,電 源電圧 をVo,外部抵抗 をRo,プラズマ抵抗をRp,
アークの単位長 さあた りのエネル ギ損失をW,ア ー ク長 を1とす ると,プラズマに投入 され
る(=消 費 され る)電 力Pは 次のよ うになる。[5]
P一礒 卜(6-1)
上式のRpを0-4000Ωまで変化 させたグラフを図6-2に示す。プ ラズマに投入 され る電力は
アーク長1の延伸 に伴 うプラズマ抵抗の上昇 と共に増加 してゆき,プラズマ抵抗が外部抵抗
Roと同一になった場合 にイ ンピーダンスが整合 され るため最大値 を取 る。熱平衡領域では
プラズマの電力Pが アー ク長1にほぼ比例す るため,[5]Wはほぼ一定 と見なす ことができる。
したがってプラズマへの投入電力が最大 となる時のアーク長 を1、,itとす ると
1血」(6.2)
4WRo
とな る。 これ以上のアーク長ではプラズマ抵抗が更 に増加 しインピーダンスが不整合 とな
るため,プ ラズマに投入 され る電力は低下 してゆ く。アー クでは投入 した電力の大半が陽
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光柱 部 で消 費 され るた め,(6-1)式に見 る よ うにP二 槻 の 関係 があ る。 しかULcrit以降 は1の
延 伸 に伴いPが 減少 して ゆ くため,Wを 下 げな けれ ばプ ラズマ を維 持 で きな くな る。 アv-一一`
クで は導入 され た電 力 を熱 と して損失 す るた め,[6]Wを下 げ るため には プ ラズマ のガ ス温度
を下 げな けれ ばな らな い。 この た めグ ライ デ ィング アー クで はlcritを境 にプ ラズ マの ガス温
度 が 下が り始 め,非 平衡 状態 に遷 移す る とされ る。 これ に関 しCzemichowskiらが,遷 移 領
域 以前(熱 平衡領 域)で は プ ラズマ の電子 温度6,000K,ガス温度3,000-4,000Kであ るの
に対 し,遷 移 領域 後(非 平 衡領 域)で は電子 温度10,000K,ガス温度1,000-2,000Kへと変
化 す る こ とを報 告 して い る。[7]本研 究 で用 い てい る反 応機 構形 状 は グ ライ デ ィ ングア ー ク生
成 装置 とは異 な るが,放 電 チ ャネル 内 にガ スお よび液 の流れ 場 が 存在 してい る こ と,ア ー
ク放電 また は グ ロー か らアー クへ の遷 移領 域 で の放 電 が発 生 して い るで あ ろ うと考 え られ,
N・n-equilib・ium・eacti・nph・e{
Equlllbrlumheatlngphase{












図6-2プ ラ ズ マ 抵 抗 に 対 す る プ ラ ズ マ で 消 費 され る 電 力 の 変 化
Vbニ1000V,R,ニ500Ω
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グライデ ィングアークと環境が類似 していることか ら,本 章では グライデ ィングアークの
理論 を利用する。
6.3反 応 機 構 内 で の熱 プ ラズ マ の発 生
璋 の実験計画法にて髄 形状 とされた電極軸方向ギャ ップ4㎜,放 離 内径 φ2㎜,
電極サイズ φ4mmの反応機構 と図6-3に示すスラスタを用いて3秒 間の短秒時作動を行 っ
た。スラスタの設計値 を表6-1に,実験時の コンフィグレーシ ョンを図6-4に示す。本実験
では繰 り返 し使用が可能な反応機構 を製作す ることを目的 とし,反 応機構材料 をマシナブ
ルセラ ミックの一種であるマコールで製作 した。また前章の結果を受け,スロー ト径 をO.85
mmま で細めることで 目標燃焼室圧力 をlMPaまで高めたスラスタを用いてい る。これ に伴
い推進剤 の供給圧 も0.9MPaGと上昇 させた。ここで燃焼室測定に使用 している圧力計がゲ
ー ジ圧仕様 のため,実験 は大気圧下で実施 している。 このため真空中に比べ推力が低 下す
ることから,ロ ー ドセル での推力計測 は参考程度 としてお り,グ ラフ中には示 さない。 こ
の実験では作動 中に放電室 より強力な発光が確認 され,作動開始後1.7秒の時点で溶融 した
マ コールがスラスタのスロー トを閉塞 させたため燃焼室圧力が急上昇 した。実験後 に確認
した ところ放電電極 も溶融 していたため,作 動中に熱 平衡二のアー ク放電が発生 していた も






図6-3実 験に用いたスラスタ 左:断 面図 右:等 角投影図
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ラズマ へ の投入 電力 は600Wと な る。 こ こで ア ノ・一一・`ドー カ ソー ド問の最 短距 離 で ある4.5
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6.4実 験 条 件
先の実験 よ り求められたWを 基 に電極ギャップが1、ntを超える条件 と超 えない条件 とを設
定 した。実験に使用 した2種 類の反応機構 を図6-7に,それぞれの反応機構お よび最大電源
電圧 の条件 を表6-2に示す。本実験では反応機構材質 としてマ コール と,これまでの実験で
使用 してきたポ リカーボネー トの二種類を用いた。実験No.1,IIではアーク柱長1<Lcritであ
り,放 電室内で熱平衡プラズマが生成 され ることを期待す る条件である。 ここで実験No.1
は6.3節で既に述べた実験 を指す。一方III,rVはZ〈1、,、tであるため,放電室内で非平衡プラ
ズマが生成 され ることを期待す る条件である。使用 したス ラスタおよび実験の コンフィグ
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6.5実 験 結 果
各条件における作動時の様子および圧力 ・放電波形 を図6-8,9に,燃焼室圧か ら換算 した
最大推力お よび推力電力比を表6-3に作動前後 の放電室お よび電極 を図6-10に示す。
実験条件1で は作動開始直後 より強い発光が確認 された。作動直後に電圧 が一瞬低下 して
いるが,こ れ はキャパシタによるパルス放電が発生 したためである。その後電流 は最大値
のlAを 出力 し続 けているため電源はCC(ConstantCurrent)モー ドでの作動 となっている。
一方1以外の条件 では電流値が出力上限に達 していないためCV(ConstantVoltage)モー ドで
の作動 となってい る。作動後L7秒 の時点で燃焼室圧が急激 に上昇 しているが,同 時点 を境
に推力測定に用いたロー ドセル の出力信号が低下 した こと,ま た反応機構 が溶融 した こと
か ら,マ コールがスロー トを閉塞 させた もの と推測す る。また電極 においてはアノー ドが
著 しく変色 し損耗 を受けてい る。 これ ら発光や放電お よび陽極の著 しい損耗か ら,実 験条
件1で は熱平衡ニプ ラズマが生成 されたもの と推測する。
実験条件IIも熱プラズマが生成 されることを期待 した条件であったが,条 件1と 比較す
ると発光が弱 く,また低電流 ・高電圧 となった。燃焼室圧力は360kPaGまで上昇 してお り,
4条件 の内最大 となった。燃焼室圧力が高くなった理由 としては,最 大印加電圧 が高かった
ために投入 された電力量も増加 した ことによるものと思われ る。また反応機構 はア ノー ド
か ら燃焼室にか けて炭化 した ものの放電室お よびス ロー トを閉塞 させ る程度ではなかった。
一方,放 電電極においてはア ノー ドが若干変色す るも目立った損耗 は確認 できなかった。
これ らより実験条件IIでは予想 に反 して非平衡プラズマが生成 されたものと推測す る。
実験条件IIIは非平衡プラズマが生成 されることを期待 した条件であった。作動開始直後
は図6-7(III)に見るよ うに放電室か らの発光は弱いものであったが,作動後約1.0秒を境 に(1)
のよ うな強い発光へ と遷移 した。放電波形 も同時点 を境 に電流値が上昇 してい ることが確
認できる。時刻 〆1.0では電力はおよそ300Wであるのに対 し,1.0<tではおよそ450W
まで上昇 した。一方電力の増加 にもかかわ らず燃焼室圧力はお よそ130kPaGと変化が無 く,
このためt>1.0では推力電力比が減少 していることとなる。 また作動後の反応機構 は放電
室 内部 が溶融 してお り,ア ノー ドは外周に変色が確認 された。電流値 の増加 と発光状態よ
り,実 験条件IIIでは途中か らプラズマが熱化 し始めたのではないかと推測す る。
実験条件IVも非平衡 プラズマが生成 され ることを期待 した条件である。作動時の発光は
弱いままであ り,また電流 ・電圧波形 も安定 していた。投入電力 はおよそ400Wで あ り,
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最大燃焼室圧力は280kPaと実験条件IIIと比べて高推力電力比 となった。作動後の反応機
構 はアノー ド付近が若干炭化 したのみである。電極 はアノー ドの外周が変色 しているが,
炭化 したポ リカーボネー トが付着 したもの と思われ る。 これ ら発光や放電波形および反応
機構 の損耗状態か ら実験条件IVでは非平衡 プラズマが生成 されたのではないか と推測す る。
本実験の前後 において,ポ リカーボネー トの質量減少量は数mg程 度であった。この量の
ポ リカーボネー トが燃焼 した場合,推 力へ の寄与は10mN以 下であるため,ポ リカーボネ
ー トの燃焼による推力増強の影響 は無視できる。
表6-3各 実験条件での最大推力およびその時点における推力電力比

















































































































































































































図6-9各 実験 条件 にお け る圧 力 ・放電 波形







図6-103秒 間の作 動後 の反 応機i構1
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6.6考 察
マ コールではプラズマの非熱化 を期待 した条件であって も熱化 したよ うな挙動が見 られ,
一方でポ リカーボネー トでは熱平衡化 を期待 した条件であっても非平衡 を維持す るよ うな
挙動が見 られた。以下 この原因について考察す る。
【電離電圧の低い物質の影響 】
マ コールの組成を表6-4に示す。K20の電離電圧は測定方法や実験者 の違 いによ り,いく
つかの異な る値が報告 されているが,マ コールを構成す る物質 中で最 も低い電離電圧 を有
す る。仮にK20の電離電圧が4.7eVの場合には,電 極 に用いているステ ンレスの組成(Fe,
Ni,Cr,Si,Mn)中で最 も電離電圧の低いCr(6.76eV)よりも低 くな り,反応機構 を構成する
材料の成分 中で最小の電離電圧 となる。電離電圧4.7eVの物質を0.2MPaの圧力下におい
て推進剤 の燃焼温度である2400Kまで昇温す ると,サ バの電離公式 よ りその電離度は10'5
程度 となる。 これによ りプラズマ 中に電子 ・イオンが供給 され,抵 抗率が低下す ることで
プラズマへの投入電力が上昇,ま た電子数密度上昇 により電子 一 中性粒子 問の衝突頻度 が
増加 した ことで熱化 を招いた可能性が考え られ る。



























セ ラミックは温度が上昇す ることによ り電気抵抗率が低下す る傾 向を有す る。マ コール
においては室温で1017Ω・cmであった体積抵抗率が5000Cの温度では107Ω・cmまで低下 し
て しま う。[9]燃焼火炎やプラズマは5000C以上の温度に達す るため,作 動時のマ コールの
体積抵抗率は更に低下 してい るもの と思われ る。 マコールの壁面が熱せ られ抵抗率が低下
して しま うと,そ の壁面を電流が流れて しま うことで ジュール加熱を起 こし,放 電室壁面
その ものがセ ラ ミックヒー ターの如 く加熱 し,更 には溶融 して しま うことが考 えられ る。
マ コールの一部が溶融 した場合 には抵抗率が一層小 さくなるため,放 電が溶融部 を通 って
いる可能性 がある。 この場合プラズマの放電パスはマ コールの一部を介 して形成 され るた
め,アーク長1が 電極 ギャップ長 よりも小 さくなって しまい1<Lcritとなって しま う可能性 が
ある。一方のポ リカーボネー トは図6-9に示す ように放電室が一部炭化 したものの,電極 間
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の電気抵抗は数百kΩ以上を維持 していた。作動 中のプラズマ抵抗は,簡 単のため放電電圧
を放電電流で除 した値 として考えると数kΩ程度 とな る。この場合,プ ラズマの抵抗<<ポ
リカーボネー ト沿面の抵抗であるか ら,ポ リカーボネー トの場合は電流の大部分がプラズ
マ 中を流れた もの と思われる。
【ポ リカー ボネ ー トの アブ レー シ ョン】
ポ リカー ボネ ー トは ビス フ ェ ノールA(化 学式:(CH3)2C(C6H40H)2)を原 料 と して形成 さ
れ るポ リマ ー で あ る。 この た めポ リカー ボネ ー トを加熱 す る と420。C付近 か ら分解 が始 ま
り,フ ェ ノール:C6H50H,メチル フ ェ ノール:C6H4(OH)CH3,エチル フェ ノー ル:C6H4(OH)
C2H5,ビス フ ェ ノールA等 の フェ ノー ル等 が発 生す る。[lo]これ ら分解 ガス は主 に炭 素 と水
素 よ り構成 され て い る こ とか ら,プ ラズ マ に よ る分解 で導 電 率 が高 く冷 却作 用 の高 い水 素
を生ず る と考 え られ る。 この よ うに ポ リカー ボ ネー トを用 い た場合 には,放 電室 壁 面 か ら
発 生す るガ ス に よる冷却 作 用 が期待 で き るた め,ア ー ク の冷 却 に よ り電離 度 と導電 率 が低
下 し,そ れ に伴 い投 入電 力 が低 下 したた め に非 平衡二を維 持 した ので は ないか と考 える。
上記三事項 よ り,プ ラズマの熱化 は以下の手法を取 ることによ り回避することが期待 で
きる。
① 純アル ミナな ど,電 離電圧 の低い物質 を含 まない ものを使用す る。
② 推進剤 を放電室に旋回 させなが ら導入す ることで放電室壁面を冷却 し,加 えて熱 ピン
チ作用によ りプラズマを放電室壁面か ら引きはがす等によ り壁面の加熱 を抑制す る。
③ ギャップの延伸や放電室内径の細径化,燃 焼室圧力 を上昇 させ る等によ り,放電パス
周 りのガスがアークよ り奪い去ってい く熱量を増加 させ る。
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7.1溶 媒 の蒸 気 圧
直交配列表 を用いた実験の結果では推力電力比に影響 を与える因子 として十分 に有意 で
あったものは 目標燃焼室圧力であった。本節では今一度燃焼室圧力が推進剤 の反応 に与え
る影響の検討 よ り始 める。
本研究で用いている推進剤SHPl63はHAN/硝酸アンモニ ウム/水/メ タノール がそれ
ぞれ73.6/3.9/6.2/16.3の質量比で混合 されている。ここで水 は溶媒 としての機能 しか持 っ
ていないため燃焼には直接寄与せず,逆 に気化熱 を奪 うなどで昇温を妨げ反応 を阻害 して
いる。[1]このため水の気化潜熱の影響 を排除す ることを検討す る。気化潜熱 の影響排 除は水
の沸点が推進剤の主な酸化剤成分であるHANの分解温度を上回ることで達成できると考え
る。HANは 水溶液の成分 により熱分解温度 が異なるが,メ タノ・一・`ルとの水溶液の場合は熱
分解温度が約170。Cであると報告 されている。[2'3]したがって燃焼室圧力が1700Cの水の蒸







表7-lWagner定数 お よび 臨界 温度 一 覧[4]































果 を図7-1に示す。 これよ りHANの分解開始温度が圧力に依存 しない場合,燃 焼室圧力を
0.8MPa以上まで上昇 させ ることにより水 の沸点 をHANの 分解温度以上まで高め,気 化潜
熱の影響をある程度排 除することが可能 と推測す る。
7.2大 電 流 パ ル ス放 電 の適 用検 討
前節 よ り燃焼室圧力を上昇 させ ることによ り水 の気化潜熱 を抑制 し,燃 焼 を促進 させ ら
れ る可能性が得 られた。続いて燃焼室圧力 を上昇 させ る手法について以下を検討 した。
・ 電源 の出力増加
燃焼室の圧力 は反応 させ る推進剤量を増加 させ ることによ り達成できる。 このため電
源の出力 を上げプラズマに投入す る電力 を増加 させ ることに より推進剤の反応量を高
め,燃 焼室圧力を 目標値 まで上昇 させ られ る。 しか しなが ら消費電力お よび電源 サイ
ズの増加 のため,搭 載衛星の負担 を増加 させて しま うとい う問題 を抱える。
・ キャパシタを用いたパルス放電
電源か らの出力を一度キャパシタに蓄え,そ の後パルス放電によ り一瞬で放出す る。
これによ り短時間なが ら,た とえ出力 の小 さい電源であって も非常に大きな電力 をプ
ラズマに投入す ることが可能 となる。加 えて放電路周 りに高圧の領域 を形成す るため,
[5'6]局所的なが ら推進剤の反応を促進 させる環境 を形成 し反応量を増加 させ ることが期
待できる。 しか しなが らパルス幅が短 いこと,ま たパル ス放電 自体が間欠 的であるこ
とか ら,燃 焼室の圧力上昇が短時間に とどまる問題 を有す る。
・ スロー トの細径化
スラスタのスロー トを細 めることに より推進剤 の反応量が少な くとも燃焼室圧力 を高
めることができる。 しか しなが ら目標 の推力 を発生 させ るために必要な燃焼室圧力 も
増加 して しま うため,高 い推進剤の供給圧が必要 となる。
キャパ シタを用いたパルス放電の問題である燃焼室圧力の上昇が短時間に留まるとい う
問題 は 『パルス放電 により燃焼室圧力が上昇 した直後,放 電回路を切 り替 え定常的な放電
に移行 し,推 進剤 の反応性が向上す る高圧 下で推進剤 の反応 を持続 させ る』 とい う手法に
よ り克服できるもの と考える。 このため本研究では,キ ャパシタを用いたパル ス放電によ
り推進剤 を瞬時に反応 させ,水 の気化 を十分 に抑制可能な燃焼室圧力 まで上昇 させ ること
が可能 であるか,ま たパルス放電後に放電回路を切 り替 えるだけの時間的余裕 を確保可能
かの評価を行 う。
7.3実 験 装 置 お よび実 験 手順
本実験では大電流パノレスアーク放電 を発生 させ るため電 極軸方向ギャップを4㎜ とし
た反応機構 を用いた。また単パルスではマコール製の反応機構が損傷 しなかった ことか ら,
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全ての実験 をマコール製の反応機構を用いて実施 した。図7-2に実験 コンフィグレy-一・`ション
を示す。本実験は大気圧下で行 った。 このため大気 中の酸素 と推進剤 中のメタノール との
燃焼反応 を防 ぐため,実 験の前後 を通 して下流か らアル ゴンガスを吹 き付 けることで燃焼
室 内をパージ している。本実験ではパルス放電の投入エネル ギお よび燃焼室容積が燃焼室
圧力に与 える影響を評価す ることを目的 とし,パ ルス放電 コンデ ンサの静電容量お よび燃
焼室内径を変化 させ実験 を行 った。静電容量は9.3,18.728.0μFの3通りとし,ま た電源電
圧はお よそ1100Vとしたため,投 入エネル ギはお よそ5.4,10.8,16.4Jの3通りである。 ま
た燃焼室内径 はφ4,5,7の3通りとした。スラスタの形状 を図7-3に,詳細を表7-2に示す。
以下に実験手順を示す。
1.ア ル ゴンガスを下流か ら2分 以上吹き付け燃焼室内をパージす る
2.電 源 を起動 させキャパシタをllOOVまで充電す る
3.バ ルブを開き推進剤 を放電室 に導入す る





















表7-2ス ラス タ設 計値 一 覧




L*,m 0.9 1.4 2.7
開 口比 35
7.4実 験 結 果 お よび考 察
各条件で測定された最大の燃焼室圧力を図7-4に示す。本実験ではエネルギを増加 させる
こ とによ り燃焼室圧力が上昇 してい く傾向が見 られた。 これ は投入エネル ギの増加に伴い
推進剤 の反応 に使用 され るエネルギ量が増加 したこと,パ ル ス放電による放電路周辺 の圧
力が上昇 した こと等が理 由として考え られ る。特に16.4Jの条件では,燃 焼室圧力がHAN
の分解時における水の気化を抑制できるであろ うlMPa以上まで達する場合があった。 こ
れ よ りパルス放電によ り推進剤 を瞬時に反応 させ,HANの 分解 を促進 させ られるであろ う
圧力領域まで速やかに到達可能であるこ とを確認 した。 しか しなが ら本実験 の最大圧力 で
ある1.125MPaの圧力 は推進剤 の供給圧 を超えてお り,逆火 を誘起す る可能性がある。この
ため投入エネルギや放電パス長等 を適切に制御 し,燃 焼室圧力 を適切な範 囲内に留めるこ
とが必要 となる。一方で燃焼室容積 は燃焼室圧力 に大きな影響 を与えなかった。 これ は実
験毎に圧力の最大値がば らついた こと,ま た容積 が小 さい程圧力が増加 しやすい反面,燃
焼反応完了後の圧力の低下 も早いことが原 因として考え られ る。
続 いて燃焼室圧力が大 きく上昇 した場合 としなかった場合 とが混在 した16.4Jの投入エ
ネルギ時の圧力波形 を図7-5に示す。図中では 亡=0の時点においてパルス放電が発生 して
お り,同 時刻 に見 られ るスパイクはパルス放電によるノイズである。パル ス放電開始 か ら
圧力がピー ク値 に達するまでは圧力の最大値に因 らずおよそ2-3msであ り,そ の後は放電
が起きていないために推進剤 の反応 が停止 し圧力 が低下 してゆ く。 ここで本実験で用 いた
圧力計AP-13Sは63%時定数がlms,90%時定数 が2msであるため実際の燃焼室圧力変化
に追従できず,実験で得 られた図7-6の圧力波形 と実際の燃焼室圧力は異なっていると思わ
れ る。実際の燃焼室圧力をP、とし,63%時定数 τの圧力計で計測 した燃焼室圧力をP、'とす
ると両者 の関係は以下のよ うに近似できる。
P,・pl+・'lilitlilil(7-2)
これ よりP、とP、'はdP、'/d亡=0の時点,す なわち測定圧力波形が ピー クとなる時点で一致す
ることが分かる。 したがって少 なくとも実際の燃焼室の圧力 は測定値以上まで上昇 してお
り,ま た2-3msの 時点でlMPa以上を維持 していることが分かる。 この時間は半導体ス
イ ッチング素子の切 り替 えに要す る時間(数十ns～数十μs)と比較す ると十分 に長いため,
パルス放電によ り燃焼室圧力が上昇 した直後 に放電回路等 を切 り替えるための時間的余裕
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は十分 に確保 できるもの と考 える。
続 いて燃焼室圧力が大き く上昇 した場合 と低い場合 とのパルス放電電流波形を図7-6に
示す。圧力が大き く上昇 した実験では電流のピーク値 が低 くな り,ま た放電の周期 も長 く








ここで静電容量はキャパ シタにのみ依存するため一定である。一方 プラズマの形状お よび
密度は放電 中に変化するため,Rお よびLは 変数 とな る。この2つ のパラメー タは どち らが
増加 して も電流 ピー クの減少お よび放電周期の延長 に寄与す るが,図7-6では電流の反転率
も低下 していることか ら電流波形の変化には レジスタンスの変化が大 きな影響 を与 えてい
るもの と推測す る。プ ラズマ レジスタンスが変化す る要因 としては,推 進剤 とプラズマ と
の接触 が変化 したためにアー クの冷却作用が変化 し,そ の結果電離度お よび導電率が低 下
した ことが考 え られ る。本実験では推進剤 が電極 に接触 し電極間をシ ョー トさせ ることに
よ りパルス放電 を誘起す るとい う,受 動的な トリガ を用いていた。 このためパルス放電時





























































































図7-6パ ル ス放 電波 形
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[6]安 岡 康 一,前 原 常 弘,勝 木 淳,浪 平 隆 男,金 子 俊 郎,畠 山 力 三 「水 中 プ ラ ズ マ の 形





本研究では従来の触媒 の代替 として,プ ラズマを用いなが らも外部か らのガス供給 を排
した低毒性一液推進剤 の反応機構の研究 ・開発を 目的 とし,作 製 した反応機構 をス ラスタ
に組み込み作動特性の評価 を行 うことにより以下の結果 を得た。
液 中プラズマ生成
外部 からプラズマの素 とな るガスを供給せず ともプ ラズマの生成 が可能 であるか を確認
す ることを 目的とし,推進剤が保持 された容器内に設置 された対 向電極間で放電を行った。
放電開始直後 よ り電極間よ り電気分解お よびジュール加熱に よる気泡が発生 し,直後 にプ
ラズマが生成 され推進剤が反応す ることを確認 した。
推進剤供給下でのプラズマ生成維持
推進剤 を供給 し続 けなが らもプラズマの生成および推進剤 の反応 が維持 できるかを確認
す ることを目的 とし,電 極間に推進剤 を連続的に供給す る機構 を作製 し,そ の作動確認 を
行 った。この結果,推 進剤が電極 と接触 した直後 よ り10ms以内に電極 間にプラズマが形成
され,か つ推進剤供給下であってもプラズマ生成お よび推進剤の反応が維持 され ることを
確認 した。
実験計画法による因子評価
反応機構 の性能に影響 を与 える因子 を評価す るこ とを目的 とし,反 応機構 の形状や 目標
燃焼室圧な どを変化 させ実験 を行 った。 これ によ り各種 因子およびそれ らの組 み合わせが
推進性能 に与 える影響の強 さおよび傾 向を把握 した。また本実験で得 られた最適条件 にて
スラスタを作動 させ ることによ り,322mNの最大推力を0.95mN/Wの推力電力比で達成 し
た。加 えて最適条件では作動時に放電が安定化す ることも確認 した。
熱平衡状態の影響評価
プ ラズマの熱平衡状態 による影響を評価す ることを 目的 とし,放 電電圧,電 極 間距離,
お よび反応機構材料 を変化 させ スラスタの作動を行 った。電圧 と電極間距離 に因 らずマ コ
ールを反応機構材料 として用いた場合 には熱平衡 プラズマが発生 された と考 えられ,ポ リ
カーボネー トを用いた場合 には非平衡 プラズマが発生 された と考 えられ る。非平衡プ ラズ
マが発生 した と思われ る条件では,熱 平衡プラズマ発生時に比べ発生推力および推力電力
比が高 く,ま た放電室や電極 の損耗 も少ない ことが確認 された。
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パルス放電による燃焼室圧力上昇
雰囲気圧力を高めることによ り水の沸点がHANの 分解温度 を上回 るため,水 の気化 にエ
ネルギを奪われ る前 にHANの熱分解 を誘起できるよ うにな ることか ら,高圧下では推進剤
の反応性の向上が見込める。本実験では燃焼室圧力 を瞬時に上昇 させ る手法 としてパルス
放電を取 り上げ,適 用可能性 の検討を行った。実験の結果,パ ルス放電発生か ら2,3msの
内に燃焼室圧 がlMPa以 上まで上昇す ることが確認 された。推進剤の反応性が良好 となる
であろう圧力域まで瞬時に燃焼室圧力 を上昇 させ ることが可能であるため,パ ルス放電 を
用いることによ り立ち上が り特性の良いスラスタを実現できる可能性 が示 され た。
以上の研究 よ り,外部 か らのガス供給を排 した放電プラズマ による低毒性一液推進剤の




研究室に配属 されてか らの7年 間,竹 ヶ原春貴先生には大変お世話にな りま した。特に
博士課程では研究テーマを変更 した り,馴染みのない研究手法 を採用 した りな ど,色 々 と
ご迷惑 をお掛け しま したが,竹 ヶ原先生のご指導あって本論文を書き上げるに至 りました。
佐原宏典先生,田川俊夫先生,堀恵一先生にはお忙 しい中副査 を引き受 けて頂いたこと,
お礼申 し上げます。
渡邊裕樹先生 とは竹ヶ原先生 と同様7年 間のおつきあいとな りま した。研究でのア ドバ
イスの他,プ ライベー トで も色々 と面倒を見て頂きあ りがとうございます。
試験装置を作成す る際,工 作技術員の小松隆一 さんには加 工について大変お世話 にな り
ま した。
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